
郡山市

中核市平均

全国市平均

94.0 96.0 98.0 100.0 102.0 104.0

計
12,119,609千円

職員手当
1,475,653千円

職員数　1,801人
職員１人当たり給与費　6,729千円

（H19）100.8
（H14）101.1

（H19）97.9

（H19）100.2

（H14）101.2

（H14）102.7

給料
7,593,648千円

期末・勤勉手当
3,050,308千円
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⑴採用・退職者の状況
　①事由別退職者数

区　　分 定　年 勧　奨 普　通 死　亡 懲　戒 合　計
市 長 部 局 47 5 3 2 0 57
議 会 0 0 0 0 0 0
教 育 委 員 会 10 2 1 1 0 １4
選 挙 管 理 委 員 会 1 0 0 0 0 1
監 査 1 0 0 0 0 1
農 業 委 員 会 1 1 1 0 0 3
水 道 局 1２ 0 0 1 0 13
合 計 72 8 5 4 0 89

（注）１　平成19年４月１日〜平成20年３月31日に退職した職員数
　　２　派遣職員、指導主事を除く

　②任用に係る競争試験の結果
一次試験 二次試験

倍　率 採用者
申込者 受験者 合格者 受験者 合格者

一般行政（大卒程度） 478 376 55 53 43 ８.7 ３6
土 木 26 16 6 5 3 5.3 3
建 築 19 15 3 3 1 15.0 1
電 気 2 2 0 —　　 —　　 —　　 0
栄 養 士 33 29 5 5 3 9.7 3
獣 医 師 4 3 3 3 3 1.0 1
一般事務（高卒程度） 63 48 8 7 4 12.０ 3
保 健 師 64 49 12 9 7 7.0 7
保 育 士 146 122 9 9 6 20.3 6

計 835 660 101 94 70 ９.4 60
（注）平成19年度に実施した採用試験の結果と、その試験により平成20年に採用した職員数です。

⑵職員数の推移
　①部門別職員数の状況（平成20年４月１日現在）

区分
部門

職　員　数 対前年
増減数平成20年 平成19年

一般行政部門

一般行政部門
（福祉除く）

891 911 ▲20

福祉関係 573 568 ５
小　　計 1,464 1,479 ▲15

特別行政部門
教　　育 331 347 ▲16
小　　計 331 347 ▲16

公営企業等
会計部門

水　　道 139 144 ▲５
下 水 道 76 82 ▲６
そ の 他 96 89 ７
小　　計 311 315 ▲４

合　　　計
2,106

［2,488］
2,141

［2,488］
▲35
［0］

（注）１　職員数は一般職（嘱託職員、臨時職員を除く）に属する職員数です。
　　２　［　］内は、条例上の定数の合計です。
　　３　定員管理上、下水道、その他（国保、介護等）は公営企業等会計部門に含まれます。

　②年齢別職員構成の状況 （平成20年４月１日現在）

区分
20歳

未満

20歳
～

23歳

24歳
～

27歳

28歳
～

31歳

32歳
～

35歳

36歳
～

39歳

40歳
～

43歳

44歳
～

47歳

48歳
～

51歳

52歳
～

55歳

56歳
～

59歳

60歳

以上
計

職員数
人

2

人

43

人

107

人

207

人

299

人

３27

人

2２0

人

236

人

223

人

218

人

224

人

0

人

2,106
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要
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お
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ら
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し
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す
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⑴総括
　①人件費の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②平成19年度職員給与費決算（普通会計）

ア  郡山市（普通会計決算）

区　分
住民基本台帳人口

（19年度末）
歳出額

Ａ
実質収支 人件費

Ｂ
人件費率

Ｂ/Ａ

19年度
人

33４,40４
千円

９5,866,195
千円

2,498,479
千円

16,150,220
％

1６.8

イ  水道事業（公営企業会計決算）

区　分
総費用

Ａ
純損益または

実質収支
職員給与費

Ｂ

総費用に占める
職員給与費比率

Ｂ/Ａ

19年度
千円

8,126,672
千円

386,527
千円

1,４23,392
％

17.5
（注）１　�普通会計とは各地方公共団体の多様な会計範囲を比較・掌握するため、総務省が定め

た統一基準により各地方自治体が用いる統計上の会計区分のことです。
　　２　公営企業会計とは、水道事業会計及び工業用水道事業会計のことです。

　③ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）�ラスパイレス指数とは、国家公務員一般行政職の給与
水準を100とした場合の、地方公務員一般行政職の
給与水準を示す指数です。

職員の任免及び職員数に関する状況

職員の給与の状況２

１

職
員
課
☎
924―

２
０
４
１
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⑵職員の平均給与月額、初任給等の状況
　①職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成20年４月１日現在）

区　　分
一般行政職 技能労務職 企業職（水道事業）

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

郡 山 市 40.3歳 333,200円 368,546円 4７.4歳 345,900円 361,188円 46.5歳 374,466円 399,940円

国 41.1歳 32５,113円 387,５06円 48.9歳 284,679円 3２０,623円
（注）１　「平均給料月額」とは、諸手当を含まない本給の平均です。
　　２　「平均給与月額」とは、諸手当を含んだ平均です。

　②職員の初任給の状況（平成20年４月１日現在）
区　　　　分 郡　山　市 国

一般行政職
大学卒 174,300円 172,200円

高校卒 141,900円 140,100円

技能労務職 高校卒 139,000円 137,200円

⑷職員手当の状況
　①期末・勤勉手当、退職手当（平成20年４月１日現在）

区　　　分 郡山市

期末・
勤勉手当

支給率 期末 勤勉 計

６月期 1.4月分 0.75月分 2.15月分

12月期 1.５５月分 0.75月分 2.3月分

計 ２.９５月分 1.5月分 4.45月分

職制上の段階、
職務の等級に
よる加算措置

有

国

支給率 期末 勤勉 計

６月期 1.4月分 0.75月分 2.15月分

12月期 1.6月分 0.75月分 2.35月分

計 3.0月分 1.5月分 4.5月分

職制上の段階、
職務の等級に
よる加算措置

有

退職手当

支給率 自己都合 勧奨・定年

勤続20年 23.5 月分 30.55月分

勤続25年 33.5 月分 41.34月分

勤続35年 47.5 月分 59.28月分

最高限度 59.28月分 59.28月分

　③職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成20年４月１日現在）
区　　　　分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年

一般行政職
大学卒 272,700円 336,800円 375,400円

高校卒 224,200円 276,200円 3２９,100円

技能労務職 在職者なし 2３9,500円 ２55,2００円

⑶一般行政職の級別職員数等の状況（平成20年４月１日現在）

区 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 計

職 務 の 内 容 主事 主事 主査・係長 課長補佐 課長補佐 課長 次長 部長

職 員 数 ６8人 １62人 283人 ３43人 180人 ９４人 48人 １6人 1,194人

構 成 比 率 ５.7% １3.6% ２3.7% ２8.7% １５.1% ７.9% 4.0% １.3%

参　

考

区 　 　 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 計

職務の内容 主事 主事 主査・係長 課長補佐 課長補佐 課長 次長 部長

１年前
職 員 数 67人 174人 30２人 315人 １8１人 94人 57人 17人 1,207人

構成比率 5.6% 14.4% 25.0% 26.1% 15.0% 7.８% 4.７% 1.4%

区 　 　 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級 10級 計

職務の内容 主事 主事 主事 主査 係長 主任主査 課長補佐 課長 次長 部長

５年前
職 員 数 17人 139人 228人 ２20人 8７人 ２０６人 202人 １０9人 ３1人 20人 1,259人

構成比率 1.3% 11.０% １8.1% １7.5% ６.9% 1６.4% 16.0% ８.7% 2.5% 1.6%

（注）１郡山市の給与条例に基づく給料表の区分による職員数です。
　　２平成18年10月に10級制から８級制に変更しました。

　②特殊勤務手当
区　　分 郡山市 水道事業

支給実績（19年度決算） ５8,078千円 5,204千円

支給職員１人当たり平均
支給年額（19年度決算）

91,175円 118,270円

職員全体に占める手当支
給職員の割合（19年度）

３1.6％ 29.９％

手当の種類（手当数） ２３種類 ７種類

代表的な手当の名称

税務職員の手当 停水処分手当

不快業務従事職員の手当
（ごみ処理などに従事した職員）

滞納整理手当

変則勤務職員の手当
（図書館や美術館など通常
とは勤務時間を異にして従
事した職員）

特殊作業手当（汚水、汚物を
処理して行うメーター調査
業務等）

（注）手当の種類、名称は平成20年4月１日現在のものです。

　④その他の手当（平成20年４月１日現在）

手当名 内容及び支給単価

扶養手当

配偶者 13,000円

配偶者以外の扶養親族 6,500円

配偶者のいない職員の扶養親族のうち１人 11,000円

満16歳の年度初めから満22歳の年度までの子
（１人につき・加算額）

5,000円

住居手当
借家・借間
（世帯主）

100円〜27,000円

自宅（世帯主） 3,000円（新築、購入後５年間　4,000円）

通勤手当

交通機関利用者 運賃相当額ただし50,000円を超えた部分は1/2

交通用具利用者
通勤距離２㎞〜40㎞　5,100円〜24,100円
40㎞を超える場合　　26,500円

管理職手当
管理監督の地位にある職員

（課長補佐相当職以上）に支給
（支給率）給料月額の13％〜20％

⑸特別職の報酬等の状況（平成20年４月１日現在）

区　　分 給料・報酬の月額 期　末　手　当

給　
　
　

料

市 長
1,007,250円

（1,185,000円） ６月期
12月期

計

1.6月分
1.75月分
3.35月分副 市 長

873,000円
（970,000円）

報　

酬

議 長 705,000円 ６月期
12月期

計

1.6月分
1.75月分
3.35月分

副 議 長 656,000円

議 員 617,000円

退
職
手
当

市 長 給料月額×在職月数×50/100

副 市 長 給料月額×在職月数×36/100

（注）市長等の給料の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。

　③時間外勤務手当

支給実績（19年度決算） 558,310千円

支給職員１人当たり平均支給年額（19年度決算） 310千円

支給実績（18年度決算） 544,597千円

支給職員１人当たり平均支給年額（18年度決算） 294千円




